
人権尊重の企業づくり
~公正採用選考や人権研修の取り組みを中心に~
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5一社）公正採用人権啓発推進センターとは
設立 2011年11月24日

所在地 〒540-0033大阪市中央区石町２－５－３ 大阪府立労働センター南館９Ｆ

会員数 １４６社 ※2025/1/1時点

賛助会員 大阪商工会議所・一般社団法人関西経済同友会・公益社団法人関西経済連合会

関係行政 大阪労働局・大阪府〔商工労働部〕

発起人
企業

大阪ガス株式会社 ・ 関西電力株式会社 • 近畿日本鉄道株式会社
株式会社クボタ ・ 京阪電気鉄道株式会社 ・ サントリーホールディングス株式会社
資生堂ジャパン株式会社 ・ 住友電気工業株式会社 ・ 積水ハウス株式会社
株式会社ダイエー ・ ダイキン工業株式会社 ・ 大和ハウス工業株式会社
西日本電信電話株式会社 ・ 西日本旅客鉄道株式会社 ・ 日本生命保険相互会社

設立趣旨 
(抜粋)

企業が相より、人権に関係する団体の協力のもと、人権ＣＳＲの取組みとして、
公正採用選考システムの確立および社内人権研修等の推進に関しての基準を定め、
その実現に向けたさまざまな支援を行うために
「一般社団法人公正採用人権啓発推進センター」を設立します。

理事⾧ 元・大阪府商工労働部⾧

The Kansai Electric Power Co., Inc.



6公正採用人権啓発推進センターの主な活動
会⾧総会

理事会

事務局

監事
評議員会

啓発活動
■会員対象研修会・講演会の開催
■会員・非会員・学生への情報発信

事業活動 https://kousei-jinken.or.jp/

認証活動
■公正採用企業としての「認証」
■「認証・宣言」の制度開発
■「認証・宣言」のPR

関連行政機関・団体との連携
■各種研修会への講師派遣
■各種会議・PTへの参画
■各種啓発活動への参画

The Kansai Electric Power Co., Inc.

https://kousei-jinken.or.jp/
https://kousei-jinken.or.jp/
https://kousei-jinken.or.jp/
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■宣言・認証企業のPR

■研修会の開催

■希望企業への認証審査
■ガイドブック等の提供

■各種情報発信

■「公正採用・認証基準」簡単チェック

The Kansai Electric Power Co., Inc.

公正採用人権啓発推進センターの主な活動



8会員サービス 「認証制度」

The Kansai Electric Power Co., Inc.



9「公正採用・認証基準」簡単チェック（セルフチェック）
各自で自社の状況をチェック(30問)

※ はクリックしないでください。

The Kansai Electric Power Co., Inc.



10会員サービス 「公正採用選考に関する最新情報の提供」

The Kansai Electric Power Co., Inc.



11会員サービス 「公正採用選考に関する最新情報の提供」

The Kansai Electric Power Co., Inc.
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背景・経緯
➢企業は、人権尊重への取組みについて、国際的、国内的に求められており、さらにそ
の対象は自社のみならず、サプライチェーン全体にまで及んでいます。

➢至近では、2023年4月に経産省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重の
ための実務参照資料」が公表され、国も企業における人権尊重の取組みを後押しし
ているなど、ますます、企業として取り組むことの重要性や社会の関心は高まっていま
す。

➢このような背景を踏まえ、関西電力は2021年に「関西電力グループ人権方針」を
策定し、以降、人権尊重への取り組みを推進してきました。

社会 関電

2011年3月 「ビジネスと人権に関する指導原則」国連人権理事会において全
会一致で支持

2020年10月 日本政府「『ビジネスと人権』に関する行動計画（2020－
2025）」を策定・公表

2022年9月 日本政府「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための
ガイドライン」を策定

2023年4月 経産省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実
務参照資料」を公表

2021年12月
関西電力グループ人権方針

制定

The Kansai Electric Power Co., Inc.
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1.人権方針の
策定・公表 経営レベルのコミットメント

２．人権デュー・ディリジェンス

①人権侵害リスクの
特定・評価

サプライチェーン上で生じている/生じそうな人権侵害を特定し、深
刻度を評価

②人権侵害リスクの
防止・軽減 人権侵害の防止・解消を実施

③取組の 
実効性の評価 効果があったか実証・評価

④説明・情報開示 自社の取組を公表

３．救済
人権侵害の予防、適切な解消ができなかった場合に、謝罪、原状
回復、金銭的又は非金銭的補償、再発防止策等を実施

ステークホルダー
との対話

定
期
的
に
繰
り
返
す

出典:2023.4.4経産省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」より作成

➢ 「ビジネスと人権」に関する取り組みは、人権方針の策定、人権デュー・ディリジェン
 スの実施、そして人権侵害被害者に対する救済への対応が必要とされている

The Kansai Electric Power Co., Inc.
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➢ 当社グループは、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」が求めるグローバルスタンダー
ドに準拠した人権尊重の取組みを推進していくために、
２０２１年１２月２１日に「関西電力グループ人権方針」を制定。

The Kansai Electric Power Co., Inc.

１．人権尊重に対する責任
関西電力グループは、自らが人権侵害をしないことに加え
、事業活動を通じて起こりうる人権への負の影響を防止また
は軽減することにより、人権尊重の責任を果たします。
人権尊重への責任は、関西電力グループ各社の全ての役
員と従業員に適用します。ビジネスパートナー、サプライヤー、
その他の関係者による人権への負の影響が関西電力グルー
プの事業活動等と直接関係している場合、関西電力グルー
プは、これらのビジネスパートナー、サプライヤー、その他の関係
者に対して、人権を尊重し、侵害しないよう求めます。ま た、
これらのパートナーが人権を尊重していない場合、関西電力
グループは適切に対処します。

２．人権尊重に関連した法令や規範の遵守
関西電力グループは「国際人権章典」、国際労働機関
（ILO）の「労働の基本原則および権利に関する宣言」お
よび人権に関する国際規範、ならびに国連の「ビジネスと人
権に関する指導原則」および各国のビジネスと人権に関す
る国別行動計画（NAP）を支持、尊重します。
関西電力グループは事業活動において、各国の国内法
および規制を遵守します。また、国際的な人権規範と各国
法の間に矛盾がある場合、国際的に認められた人権の原
則を最大限尊重するための方法を追求します。

３．人権デュー・デリジェンス
関西電力グループは、国連「ビジネスと人権に関する指導原
則」に従って、人権デュー・デリジェンスの仕組みを構築し、事
業活動と関係する人権への負の影響を特定し、予防、軽減
する取組みを進めます。

４．救済
関西電力グループが人権への負の影響を引き起こす、または
これを助⾧したことが明らかになった場合、適切かつ効果的な
救済措置を講じるよう努めます。

５．教育・研修
関西電力グループは、本方針が企業活動全体に浸透、定
着するよう、また、本方針が理解され効果的に実施されるよう
、全ての役員および従業員に対して適切な研修を行います。

６．対話・協議
関西電力グループは、事業活動に関連する人権課題につい
て、継続的にステークホルダーとの対話を行い、人権尊重への
取組みを進化させます。

７．情報開示
関西電力グループは、人権尊重の取組み、および人権尊
重の取組みの実施状況について開示します。
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1.人権方針の
策定・公表 経営レベルのコミットメント

２．人権デュー・ディリジェンス

①人権侵害リスクの
特定・評価

サプライチェーン上で生じている/生じそうな人権侵害を特定し、深
刻度を評価

②人権侵害リスクの
防止・軽減 人権侵害の防止・解消を実施

③取組の 
実効性の評価 効果があったか実証・評価

④説明・情報開示 自社の取組を公表

３．救済
人権侵害の予防、適切な解消ができなかった場合に、謝罪、原状
回復、金銭的又は非金銭的補償、再発防止策等を実施

ステークホルダー
との対話
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的
に
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出典:2023.4.4経産省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」より作成

➢ 「ビジネスと人権」に関する取り組みは、人権方針の策定、人権デュー・ディリジェン
スの実施、そして人権侵害被害者に対する救済への対応が必要とされている

The Kansai Electric Power Co., Inc.
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全社管理

各部門等の
取組み評価

部門等の管理

サスティナビリティ推進会議 内部統制部会

人財・安全推進室
既存の「ESG実践・リスク管理評価表」に
人権侵害を追加し、管理・評価

報告 改善指示

各部門等

「人権侵害リスク管理表」で管理

報告 調整・確認

各部門の 
リスク管理表

➢ 部門単位で人権デュー・ディリジェンス（人権侵害リスクへの対応）を実施し、人権侵害
リスク管理表により、リスクを特定・管理

➢ 各部門の実施結果を人財・安全推進室が取りまとめ、サスティナビリティ推進会議に報告

「人権侵害リスク管理表」
および「リスク管理表」双方
に関連するものは反映

報告 改善指示

取組の実効性
の評価

説明・
情報開示

人権デュー・ディリジェンスの実施
人権侵害リスク 人権侵害リスク
の特定・評価 の防止・軽減

The Kansai Electric Power Co., Inc.
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https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/due-diligence/human.html

The Kansai Electric Power Co., Inc.

https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/due-diligence/human.html
https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/due-diligence/human.html
https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/due-diligence/human.html
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https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/due-diligence/human.html

The Kansai Electric Power Co., Inc.

https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/due-diligence/human.html
https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/due-diligence/human.html
https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/due-diligence/human.html
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関西電力では従業員だけでなく、あらゆるステークホルダーからの相談を受け付けています
。
「コンプライアンス相談窓口」と「人権・ハラスメント相談窓口」を整備しており、従業員向
けには、社内ポータルサイトに掲載するととに、研修等を通じて周知しています。
また、お客さま、地域社会、お取引先などの方は、当社ウェブサイト上の「お問い合わせ
窓口」等で相談を受け付けています。

The Kansai Electric Power Co., Inc.
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関西電力は、人権方針の策定や啓発活動の実施、また近年は、人権デュー・ディリジェン
スの実施結果などについて、社外の有識者との対話を行い、その助言などを参考に取組み
の充実を図ってまいりました。今後も、ステークホルダーや社外の有識者等との対話・協議
を通じて、人権尊重の取組みを推進していきます

https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/grievance/index.html

The Kansai Electric Power Co., Inc.

https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/grievance/index.html
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https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/education/index.html

The Kansai Electric Power Co., Inc.

https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/education/index.html
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https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/education/index.html

The Kansai Electric Power Co., Inc.
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

https://www.kepco.co.jp/sustainability/society/education/index.html
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～ ビジネス（企業）と人権 ～

2022年

人財・安全推進室

人権eラーニング
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本eラーニングの内容（全体像）

企業の人権尊重責任
企業が尊重すべき人権とはどのようなものか、その背景とは1

2
企業として取り組む人権分野
企業活動に関連して人権尊重に取り組むべき分野

4
関西電力グループの人権尊重の取組
関西電力グループ人権方針

3
企業による人権尊重の取組の必要性
人権尊重の取組が事業にもたらす影響
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人権尊重の歴史的経緯

企業活動のグローバル化・ボーダーレス化により、従来、人権保護の主
体と考えられてきた国・政府による規制が限界となり
⇒「企業」に対する人権尊重責任の規範化、各国法制化が進む

国際規範の制定、各国の動き 各国法制化の動き
国連グローバル・コンパクト発足 
(2000)

ISO26000発行(2010)

ビジネスと人権に関する指導原
則採択(2011)

国連SDGs採択(2015)

OECDデューディリジェンス・ガイ
ダンス採択(2018)

サプライチェーン透明化法施行 
(米・2012)

現代奴隷法施行(英・2015)
人権デューディリジェンス法施行 
(仏・2017)

現代奴隷法採択(豪・2018)

人権デューディリジェンス義務化 
(EU・審議中)

ビジネスと人権に関する
指導原則採択(2011)

人権デューディリジェンス
義務化(EU・審議中)

企業の社会的責任への要請が高まる
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顧客・消費者
地域住民取引先従業員

正社員 
契約社員
派遣社員
パート
アルバイト

企業が人権への影響を考慮すべき対象

企業はその事業活動を通じて、従業員は当然のこと、取引先従業員
や顧客、消費者、地域住民の人権について配慮することが企業の責
任として求められています

企業が尊重すべき人権の主体（ライツホルダー）
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それぞれのケースにおいて、事例を見ていきますそれぞれのケースにおいて、事例を見ていきます

自社（企業）が直接的に引き起こしている人権侵害（①）はもちろん、
ビジネスパートナーや、サプライヤー等（第三者）が人権への負の影響を
及ぼしているケース（②、③）への対応が求められています

①企業が直接的に
人権侵害を行う

企業

第三者 被害者

②企業が間接的に
人権への負の影響
を助⾧する

企業

第三者 被害者

United Nations（2012年）”The Corporate Responsibility to Respect Human Rights: An Interpretive Guide”より

企業が人権への影響を配慮すべきケース

企業

第三者 被害者

③ビジネスパートナー等
が人権への負の影響を

及ぼしている
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• 資材等の調達先工場において、労働者が劣悪な環境での
労働を強いられていた

• ビジネスパートナー等が、外国人技能実習生を強制的に業
務へ従事させていた

•資材等の調達先工場において、労働者が劣悪な環境での
労働を強いられていた

• ビジネスパートナー等が、外国人技能実習生を強制的に業
務へ従事させていた

これって人権侵害…?

企業の責任が問われる人権侵害にあたるでしょうか?

例

ご自身の考えがまとまったら、「次へ」ボタンをクリックしてください

企業として取り組む人権分野
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• 資材等の調達先工場において、労働者が劣悪な環境での
労働を強いられていた

• ビジネスパートナー等が、外国人技能実習生を強制的に業
務へ従事させていた

•資材等の調達先工場において、労働者が劣悪な環境での
労働を強いられていた

• ビジネスパートナー等が、外国人技能実習生を強制的に業
務へ従事させていた

これって人権侵害…?

上記の例は、労働安全衛生、強制的な労働、外国人労働者の権利
等について、 負の影響を与えている（人権侵害）可能性があります

人権侵害を行っている当事者企業（サプライヤー、ビジネスパートナー）
はもちろんのこと、サプライチェーンにおける発注者、購入者である企業の
責任が問われる人権問題となる可能性があります

例

企業として取り組む人権分野
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企業の人権尊重責任

職場ディスカッション資料 Ⅱ
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①取引先における外国人技能実習生への人権侵
害

※メンバーそれぞれが、「本事例の問題点」と「発注者への影響と予防策」を考えてください。

グループで、以下のテーマについて意見交換を行って下さい。

事例

あなたは、設備工事の設計、施工管理を担当しています。
ある日、取引先であるＡ社において、外国人技能実習生のパスポートを回収し、恒常的に⾧時間
労働を強いたり、反発する者には暴行を加え、強制的に過酷な労働へ従事させていたことが発覚し
、報道やＳＮＳ上で、Ａ社に対する厳しい非難が巻き起こりました。

そのＡ社は、現在、施工中のあなたが担当する設備工事を受注している会社です。

さて、本件について、人権の観点から見た問題点と発注者への影響はなんでしょうか。ま
た、本件を防ぐためには、どのような対応が必要であったか考えてください。
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422024年 SOGIハラスメント防止ケーススタディ Ⅲ

＊性的指向、性自認の開示（カミングアウト）の強要

何が問題でしょうか。みなさんで話し合ってください。
※ＭｔＦとは「男性から女性へ（male to female）」の略語。



43

ケーススタディを実施する前に

１．多様な性のあり方 ＳＯＧＩとは
性は｢男性｣｢女性｣の２つのみではありません。性のあり方には４つの切り口があります。

① 体の性
出生時に割り当てられた性別

④ 性表現
仕草や服装、言葉遣いなど

③ 性的指向(好きになる性)

どの性別の人を好きになるか

Sexual Orientation

② 性自認(心の性)

自分で認識している性別

Gender Identity

ＳＯＧＩとは、③性的指向・②性自認という「全ての人に関連する概念」をさします。
性的指向・性自認に関するハラスメントを「ＳＯＧＩハラスメント」と呼びます

性的指向、性自認の頭文字をとって 

この概念をＳＯＧＩ（ソジ）といいます
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２．ＬＧＢＴＱとは（用語の説明）

ＬＧＢＴＱはそれぞれ、以下の英単語の 頭文字を指しています。英語 （大まかな）定義

レズビアン 同性を好きになる女性

ゲイ 同性を好きになる男性

バイセクシャル
異性を好きになることも同性を好き
になることもある人

トランスジェンダー 心と体の性別が一致しない人

クエスチョニング

クイア

性自認や性的指向が定まっていない
揺れ動いている人

上の定義に当てはまらない人を含む
性的マイノリティの総称

好きになる
相手に関連

自分の性別
認識に関連

ＬＧＢＴＱに該当する人の割合は8.9％（11人に1人）と言われています。
電通ダイバーシティ・ラボ 2020年調査結果より

ケーススタディを実施する前に
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電通ダイバーシティ・ラボ作成

（性的指向）

②
（性自認）

③

分

相
手

３．セクシュアリティーマップ

①
自

②ココロの性（性自認）×  ③スキになる性（性的指向）

レズビアン:

ゲイ :

バイセクシャル:

①カラダの性×②ココロの性
（性自認）

トランスジェンダー
:

ケーススタディを実施する前に

性のあり方はLGBTとそれ以外の人で、くっきり分かれているようにみえますが、上記以外にも
あり、様々な形があります。性のあり方は、グラデーションになっていることを認識しましょう。

シスジェンダーでスキになる性が異性 ※シスジェンダー（Cisgender）とは、
性自認と生まれ持った性別が一致している人のこと



46

カミングアウト
当事者の方が自らの性のあり方を自覚し、それを誰かに開示すること。

アウティング
本人の性のあり方を、同意なく第三者に共有してしまうこと
。

カミングアウトを受けるということは、あなたがその人から信頼されているという証です。

まずは「打ち明けてくれてありがとう」と伝え、その後、本人の意向を聞いて支援しましょう。
なお、職場の同僚等に打ち明けるかどうか、いつ、どのように伝えるかは当事者が決めることです。あ

なたや周囲の人が、当事者にカミングアウトを強要することは、決してあってはなりません。

性的指向・性自認に関する情報は、プライバシーに関わることであり、特に差別の問題に密接しているこ

とを意識し、慎重に取扱う認識が必要です。

これらの情報を、本人の同意なく第三者に共有する「アウティング」は、「個の侵害」でありハラスメン

トに該当し、たとえ、善意やうっかりであったとしても厳禁です。

業務運営等において、関係者と情報共有する必要がある場合は、必ず本人の同意を得たうえで、情報を共

有するようにしてください。

カミングアウトとアウティング

カミングアウトとは、Coming out=“coming out of the closet”の略です。
社会の差別・偏見や周囲の無理解から自分のセクシュアリティを隠さざるを得ない状態を「クローゼットに押し込まれている状態」にたとえ、そこから
出て、陽のあたる場所に自分を置く決意をいいます。

カミングアウトは、自分のセクシュアリティを受け入れ、肯定する過程でもあり、自分らしく生きていくための手段の一つです。

セクシュアルマイノリティの方に対する注意すべき行為など
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48LGBTQ ALLY研修

➢目的:性的マイノリティに関する理解・促進を図る
➢内容:LGBTQに関する基本的な知識、日本の現状や職場環境につ

 いての悩みの傾向、ALLY（アライ）とは何かについての専門家や当事
 者による体験談などによる講義

The Kansai Electric Power Co., Inc.
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